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ドイツ企業の旧ソ連と東欧諸国への市場参入行動
-ロシアと中欧諸国の基層社会の相違に基
づいたEngelhard-Eckert研究の再解釈-
富 山 栄 子
はじめに
中欧では､89年の体制転換後､民営化の定着により政治的安定と民営化の着実な進展､EU
との連合協定締結やOECDへの加盟などにより､投資環境が整備されてきた｡中でも､ハンガ
リー､ポーランド､チェコなど中央自由貿易協定 (CEFTA)加盟5ヶ国では､主として欧米
を中心とした外資の流入のもと､順調な経済成長を遂げてきた｡97年に入ってからは､成熟し
た西欧市場と今後の伸びが期待される旧ソ連 ･東欧市場を見込んだ生産基地として､米国やド
イツ企業による自動車および関連部門の既存の大型案件に対する追加投資が目立つようになっ
た1｡旧ソ連 ･東欧諸国へ対する投資は､ドイツと米国が主体となっている｡こうした外資企
業は､社会主義時代にはどのような市場参入行動を行ってきたのか､市場経済化によって､市
場参入行動に変化は見られたのか､旧ソ連と中欧諸国-の市場参入行動には違いはあったの
か､市場経済への移行リスクを､どのような市場参入行動によって吸収してきたのか､そし
て､どのような市場参入行動がパーフォーマンスにプラスに影響してきたのか､本稿では以上
のような問題意識に基づき､ドイツの大学教授らによって実施された調査研究に依拠しながら
体制転換によってドイツ企業が旧ソ連 ･東欧市場へ､どのような市場参入行動を取り､そり行
動を変化させていったのかについて事実を探るとともにその特徴を検出し､分析及び行為の解
釈を行うことを課題とする｡
尚､｢東欧｣とは､ポーランド､ハンガリー､チェコ､スロヴァキア､旧ユーゴスラヴイア
継永国家 (スロヴェニア､クロ'ァチア､ボスニア-ヘルツェゴヴイナ､マケドニア､セルビ
ア､モンテネグロで構成されるユーゴスラヴイア連邦)､ルーマニア､ブルガリア､アルバニ
ア､そして統一前の東ドイツをさす｡｢東欧｣は､｢中東欧諸国｣(ポーランド､チェコ､スロ
ヴァキア､ハンガリー､スロヴェニア､クロアチア)と､南東欧諸国 (セルビア､モンテネグ
ロ､マケドニア､ルーマニア､ブルガリア､アルバニア)に分かれ､本稿で言う ｢中欧｣と
は､｢中東欧諸国｣を意味する2｡
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1.東欧市場におけるドイツ企業の市場参入形態
ト1.1965-1992年の東欧市場へのドイツ企業の市場参入形態
本節では､ドイツ企業が社会主義時代から市場経済化過程及びその後にかけて､旧ソ連･東
欧に対してどのような市場参入行動を取ってきたのかを概観し､その市場参入行動の特質を検
出する｡この日的のため､東欧におけるドイツ企業の市場参入行動の歴史段階論的な変遷につ
いて研究を行ったドイツ･バンベルク大学のEngelhard-Eckert(1995)教授らの研究に注目
し､ドイツ企業の市場参入行動の実態を探る｡彼らの研究目的は､旧社会主義諸国市場への市
場参入時の典型的なドイツ企業の市場参入形態を発見することにあった｡この研究目的のため
に質問表が作成され､ドイツのバンベルク大学ヨーロッパ経営学部から1992年に西ドイツ全土
の企業1417社に質問表が送付された｡質問表では､当該ドイツ企業の各東欧諸国･旧ソ連での
活動について質問がされた｡返送されてきた質問表のうち268の回答が分析可能であった3｡
この研究において分析可能であLらた参入先国と各企業数は､ブルガリア(27社)､チェコ･スロバ
キア(42)､ハンガリー (78)､ポーランド(39)､ルーマニア(26)､旧ソ連 (56)であった4｡市場参入
行動形態には決まった分類方法が存在しない｡Engelhard-Eckert(1995)は､東欧諸国の特殊
環境を区別するために､(∋間接輸出､②自社代理店なしの直接輸出､③自社代理店ありの直接
輸出､④技術供与､⑤下請け､(む合弁企業､(彰完全所有子会社という7つの参入形態に区分
し､分析を行った｡
まず､ドイツ企業の東欧諸国への時系列的な市場参入行動の典型的な構造を分析するため
に､1965年～1992年の東欧市場での事業について質問がなされた｡回答してきた企業のうち分
析可能であったドイツ企業の市場参入形態の変遷は図1の通りである｡市場参入形態は企業の
コミットメントのレベルに従ってランク付けがされており､(∋間接輸出から(∋完全所有子会社
へ進むにつれ､コミットメントのレベルが高くなる｡個々のセル中の数はある市場参入形態か
ら他の市場参入形態への変化の度数を示す｡表の縦列は､変更前の参入形態をとった企業数を
示したものであり､横の行は､変更後の市場参入形態を取った企業数を示す｡質問表では参入
行動の変化があったものだけを質問表に記入させており､変化がなかったものに関しては考慮
されていない｡図1によると､市場活動がない状態から､間接輸出による市場参入が89社
(26.9%)､自社の代理店なしの直接輸出が129社 (39.0%)･､自社の代理店ありの直接輸出が47
社 (14.2%)で輸出形態が全体の8割を占めており､東欧市場への最初の参入行動は輸出形態
であったことがわかる｡中でも ｢自社の代理店なしの｣直接輸出が最も多く選択されていた｡
そして､自社の代理店なしの輸出を行っていた企業は次の段階として最も多い割合 (48.6%)
で､自社の代理店を設立した (69社)｡自社の代理店を設立した企業は最も多い割合 (38.5%)
で合弁企業を始めた (30社)｡そして､合弁企業を設立した企業は最も多い割合 (66.7%)で完
全所有子会社を設立した (18社)｡結局､ドイツ企業による東欧市場への典型的な参入形態
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は､自社の代理店なしの直接輸出-自社の代理店の設立-合弁企業の開始-完全所有子会社の
経緯で変化してきた｡
図1.旧ソ連 ･東欧諸国におけるドイツ企業の国際化の軌跡(1965･1992)
変 更 前 市場行 間 接 輸 直 接 輸 直 接 輸 技 術 供 下 請 け 合 弁 企 完 全 所 総計
の市堵参入行動 .↓変 更 後 動 はない 出 出｢自社の代埋店なし｣ 出 ｢自社の代埋店あり｣ 与 契約 莱 有 子 会社
市場行動 はない × 5 3 2 - - - - 10
間 接 輸出 89 × 6 - 4 5 2 - 106
直 接 輸出r自社の代 埋店なし｣ ●129 35 × 3 2 2 171
直 接 輸出 ｢自社の代埋店あり 47 20 ｢` 6㌔ × 10 6 2 2 156
技 術 供与 19 ll 20 ll ･× 3 - 1 65
下 請 け契約 ?2 5 9 ＼ 13 4 × 5 4 62
合 弁 企莱 ll 8 18 7 10 × 6 90~
完 全 所有 子 会社 14 6 17 19 10 9 ●18 × 93~
出所 :Engelhard=Eckert(1995)p.156.に加筆して作成｡
1-2.期間ごとの市場参入形態
Engelhard-Eckert(1995)は､次に東西関係の異なる時代を一定期間ごとに区切 り外国企
業の市場参入行動を分析した｡Engelhard-Eckert(1995)は2つの重大な事件によって3つ
の時期区分を行っている｡第1の時期は1965年からゴルバチョフがソ連邦共産党書記長に就任
した1985年までの冷戦時代である｡ 第2の時期は1986年から1989年までであり､コメコン諸国
(経済相互援助会議)5の市場開放を感じることができた時代である｡この時代にすべてのコメ
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コン諸国で外国投資が自由化された｡ペレストロイカとグラースノスチは東西両陣営の文化的
収数を引き起こしたが､東西の ｢疑いの壁｣はまだ存在していた｡その後､1989年のベルリン
の壁の崩壊で東西冷戦は最終的に終幕した｡第3の時期はベルリンの壁崩壊後の1989年～1992
年である｡図2､3､4は上述の3つの期間において旧ソ連 ･東欧諸国で事業を行っていたド
イツ企業の国際化行動を示したものである｡ 図2によると､1985年までは､最初の市場参入形
態として輸出が明らかに優位を占めており､間接輸出が70件､自社の代理店なしの直接輸出が
103件､自社の代理店ありの直接輸出が32件で､輸出だけで最初の市場参入形態全体の87.6%
を占めていた｡投資活動はほとんど実行されていなかった (合弁企業1件､完全所有子会社1
件)｡国際化の軌跡は見ることができるが､国際化のレベルは低いままにとどまっている｡
図2.旧ソ連 ･東欧諸国におけるドイツ企業の国際化の軌跡(1965･1985)
変更 前 市場行動 間 接 輸 直 接 輸 直 接 輸 技 術 供 下 請 け 合 弁 企 完 全所 総計
の 市 揚芸 等変更後参 入 行動 はない 出 出｢自社の 代 埋店なし｣ 出 ｢自社の 代 埋店あり｣ 与 契約 莱 有 子 会社
市 場 行動 は ない × 1 1 - - - - - 2
直 接 輸出｢自社の代 埋店なし｣ 03 12 × _1 2 118
直 接 輸出｢自社の代 埋店あり 32 7 20× 3 1 1 64
技 術 供与 13r 7 ll -3 × 2 - - 36
下請け契約 14 1 2 ヽ3 1 × - - 21
合 弁 企業 1 1 1 1 1 - × - 5
完 全 所有 子 会社 1 - - 1 - 2 - × 4
出所 :図1に同じp.158.に加筆して作成｡
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図3.旧ソ連 ･東欧諸国におけるドイツ企業の国際化の軌跡(1986･1988)
変 更 前 市場行 間 接 輸 直 接 輸 直 接 輸 技 術 供 下 請 け 合 弁 企 完 全 所 総計
の市揚 動 は な 出 出｢自社 出 ｢自社 与 契約 業 有 子 会
参入行動 ↓変 更 後の市揚 い の代埋店なし｣ の代埋店あり｣ 社
市場行動 は ない × - - 1 - - - - 1
間 接 輸出 4 × - - 1 1 1 - 7
直 接 輸出 ｢自社の代埋店なし｣ ●11 8 × 19
直 接 輸出 ｢自社の代埋店あり 4 'i×. 10
技 術 供与 2 1 2＼ - × - - - 5
下 請 け契約 1 - 1 2~ 1 × × - 5
合 弁 企莱 2 2 4 ●8 1 1 1 1 20
完 全 所有 子 会社 1 - 2 - 1 - - ■× 4
出所 :図1に同じp.159.を加筆して作成｡
1986-1988年においては (図3)､国際化の軌跡は変化しなかったが､国際化のレベルはこの
期間にアップした｡つまり､輸出を通じてこの地域ですでに事業展開をしていた企業が合弁企
業を設立したのである｡ 概して言えば､投資活動はまれであり､市場コミットメントは小さ
かった｡
ベルリンの壁が崩壊した1989年以降､状況は抜本的に変化する (図4)｡第1に市場参入形
態の変更のー頻度が劇的に増大した｡これは東欧へ参入する企業数が増大したためであり､不安
定な環境に対して外国企業の迅速な適応が必要とされたためであろうとEngelhard-Eckert
(1995)は推論する｡ 第2に､国際化の典型的な軌跡が見られた一方､国際化軌跡のバリエー
ションが増加した｡例えば､｢自社の代理店あり｣の直接輸出から合弁企業そして完全所有子
会社へと進むのではなく､合弁企業を設立する企業もあれば､完全所有子会社を設立する企業
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図4.旧ソ連 ･東欧諸国におけるドイツ企業の国際化の軌跡(1989-1992)
変 更 前 市 場 行 間 接 輸 直 接 輸 直 接 輸 技 術 供 下 請 け 合 弁 企 完 全 所 総計
の 市 揚参 入 行動 ↓変 更 後堵 動 は ない 出 出｢自社の代 埋店なし｣ 出 ｢自社の 代 埋店あり｣ 与 契約 莱 有 子 会社
市 場 行動 は ない × 4 2 1 - - - - 7
間 接 輸出 ●15 × 4 - 2 2 1 - 24
直 接 輸出｢自社の 代 埋店なし｣ 5 15 ×▲ 3 1 34
直 接 輸出 ｢自社の 代 埋店あり ll 13~∵× 7 5 1 2 82
技 術 供与 4 .3 7 8 × 1_ - 1 24
下 請 け契約 7 4 6 i 2 × 5 4 36
合 弁 企莱 8 5 13 ●2 5 9 × 5 66
完 全 所有 子 会社 ●12 6 15 ●18 9_ 7 ●18 × 85
出所 :図1に同じp.160.加筆して作成｡
もあり､技術供与をする企業もあれば､下請契約を結ぶ企業もあった｡そして､ 1989年以降
は直接投資が中心的な活動となった｡第3に､ますます多くの企業が合弁企業や完全所有子会
社などの投資行動を最初の参入形態として用いるようになり (最初の参入形態が合弁企業が8
件､完全所有子会社が12件)､以前から東欧市場で事業を行っていた企業は投資段階 (合弁企
業､完全所有子会社)へとコミットメントのレベルを引き上げた｡
以上の発見から､Engelhard-Eckert(1995)はドイツ企業の東欧市場-の市場参入は用心
深く徐々にコミットメントを増大させていったと結論づけた｡しかしながら､ベルリンの壁崩
壊による東欧諸国と西側諸国の収飯によって､こうした段階的な市場参入行動形態は次第に消
失し､最初から直接投資で参入する企業が増えてきた6｡
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2.体制転換戦略と市場参入行動
移行経済諸国における外国企業の行動の重要な側面に､旧社会主義諸国の体制転換の戦略が
外国企業の市場参入行動に影響を与えるか否かという問題がある｡Engelhard-Eckert
(1995)は両者の相関関係を分析するために､一国の経済を転換する対照的な戟略を取ったハ
ンガリーとポーランドを選択し分析を行っている｡
2-1.ハンガリーの体制転換戦略
1968年の新経済メカニズム (市場)の導入による経済改革を開始したハンガリーは東欧地域
で改革と変革の先頭に立ってきた｡社会主義体制下の72年に ｢合弁企業法｣が制定され､外資
導入の先鞭をつけた｡87年に国有企業が独自の決定に基づき株式会社形態に移行することを認
める ｢自発的民営化｣により民営化を開始､89年1月には ｢新会社法｣｢外国投資法｣を施行
するなど､他の東欧諸国に比べ早い時期から外資導入政策がとられてきた｡87年から90年にか
けて約100社の国有企業が ｢自発的民営化｣を行い､資産の約90%を国内関連会社が保有し
た｡さらに､国有資産の不明確な流用や旧経営陣の残留などの問題が生じたため､政府は民営
化に積極的に関与し､民営化に外資を活用する方針を打ち出した7｡一連の民営化新方式によ
り､民営化収入に占める外資の割合は増大し､93年には86%に達した｡ハンガリーの民営化は
着手時期が早く､手法が多様でありこれがハンガリー向け投資の誘因となった8｡加えて租
税 ･金融制度や証券取引所 (90年6月再開)といった市場経済の活動基盤が早期に整備された
ことも､外資流入の要因となった9｡
2-2.ポーランドの体制転換戦略
一方､ポーランドでは急速な政治転換が89年までに進行し､経済面では財政赤字､対外債務
増､経常収支の赤字､供給に対応しない所得増からハイパー･インフレとなり､1990年には西
側アドバイザーが援助した ｢ショック療法｣の代表となるパルツェロヴイツチ･プラン10が実
施された｡同プログラムの主要なものは､価格の自由化､生産と貿易の自由化､国際企業にお
ける超過賃金税 (賃上げ率に対する累進課税)の導入等を通じた賃金コントロール､財政均衡
化のための国家支出削減 (補助金 ･課税減免措置の削減等)と増税､強力な金融引締め､通貨
の大幅切下げなどであった11｡ この政策の結果､89年に1000%近かったハイパー ･インフレは
90年8月には1.8%と急速に鎮静化したが､強力な金融引締めの結果､需要が冷え込み､景気
は大幅に後退し､倒産､失業も急速に増大した｡政府はこうした事情のもと､経済安定化政策
を優先させる必要があったが､ショック療法による転換不況が予想以上に深刻化 ･長期化し､
国民生活保護政策が緊急の課題となり､制度改革が遅れた｡さらに､マゾヴイエツキ政権
(1989.9.12.-1990.12.14.)が｢ノメンタラトウ-ラの所有者化｣(国営企業の企業長､企業内党
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幹部らが民営化される企業の株式を優先的に取得し実質上の企業所有者に転身すること)に警
戒心を募らせ､国営企業の民営化にブレーキをかけたこと､地方自治体の自立性の確立や融
資 ･課税制度の整備がされておらず､小規模民営化を支援する環境になかったこと､大企業に
おける組合の抵抗や清算人としての知識と経験をもった人物の不足なども市場化 ･民営化のブ
レーキとなり､制度改革＼の着手が遅れた12｡民営化の進捗という点では､ポーランドはハン
ガリーに遅れを取っていた13｡
2-3.ポーランドとハンガリーにおける異なる国際化行動
Engelhard-Eckert(1995)はポーランドとハンガリー市場におけるドイツ企業の国際化行
動を調査するためにもいくつかの期間に区分した｡ポーラ㌢ドは第1の期間 (1989年以前の共
産党政権の期間)と第2の期間 (1990年～1992年の市場経済への移行期間)に区分された｡ハ
ンガリーは第1の期間 (1979年以前の共産党政権時代)､第2の期周 (1980年～1986年末の市
場経済移行前)､第3の期間 (1987年から1992年の移行期)の3つの期間に区分された｡結果
は図5-図9に示された通りである｡
図5.旧ソ連 ･ポーランドにおけるドイツ企業の国際化の軌跡(1965･1989)
変更前の 市場行動 間接輸出 直接輸出 直接輸出 技術供与 下請け契 合弁企業 完全所有
市場参入行動 ↓変更後の iまない ｢自社 の代理店なし｣ ｢自社の代理店あり｣ 約 子会社
市場行動はない × - - - - - - -
間接輸出 10 × 1 - - - - -
直接輸出｢自社 の代理店なし｣ ●13 6 × - - - - -
直接輸出｢自社の代理店あり 8 1 3 × 1 - - -
技術供与 - - 2 1 ~× 1 - -
下請け契約 3 - - 3 - × - -
合弁企業 - - - 1′ - 1 × -
出所 :図1に同じp.162.
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図6 ポーランドにおけるドイツ企業の国際化の軌跡(1990･1992)
変更前の 市場行動 間接輸出 直接輸出 直接輸出 技術供与 下請け契 合弁企業 完全所有
市場参入行動 ↓変更後の iまない r自社の代理店なし｣ ｢自社の代理店あり｣ 約 子会社
市場行動はない × - 1 - - - - -
間接輸出 4 × - - - 1 - -
直接輸出r自社の代理店なし｣ ●5 1 ×▲ - - - - -
直接輸出｢自社の代理店あり 1 2 ~●5 × 1 - - -
技術供与 - - 1 ･1 ×. - - -
下請け契約 - - - - - × - 1
合弁企業 - - - 1 - - × -
出所 :図1に同じp.163.
まずポーランドにおける共産党政権時代 (1965-1989年)を見ると (図5)､ポーランドにお
ける行動について回答した39のドイツ企業は1989年以前において大変用心深く市場参入をして
いたことがわかる｡ 最初の主たる参入形態は自社の代理店なしの直接輸出であり (13件､
38.2%)､資本投資は非常に稀であった｡こうした状況はパルツェロヴイツチ･プログラム実行後
も根本的に変わらなかった｡最初の市場参入形態は輸出形態であり､資本投資は極めて少な
かった｡投資活動が行われても､以前の輸出形態からの進化であり､最初の市場参入形態とし
ては用いられなかった (図6)6そのうえ､1990年～1992年の市場経済への移行期でも市場参
入行動はほとんど大きな変化は見せなかった｡つまりショック療法の前後ともに､ドイツ企業
はポーランド市場へ極めて用心深く､段階的に参入した｡
一方､ハンガリーへのドイツ企業の国際化行動には根本的な違いがあった｡1979年以前のハ
ンガリーにおいては (図7参照)､最初の参入形態は自社の代理店なしの直接輸出であった
(18件 ;47.40/o)｡そしてこの段階からさらに国際化した企業はほとんどなかった.また､,ハ
ンガリーに参入したばかりの企業の大半は､市場参入形態を変更していない｡ハンガリーにお
いて､1980年から1986年の期間 (図8参照)は､最初の市場参入形態として輸出が主流であっ
たが (間接輸出と自社の代理店なしの直接輸出で54.5%)､ハンガリー企業とドイツ企業のよ
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図7ノ＼ンガリーにおけるドイツ企業の国際化の軌跡(1965･1979)
変更前の 市場行動 間接輸出 直接輸出 直接輸出 技術供与 下請け契 合弁企業 完全所有
市場参入行動p↓_変更後の iまない r自社の代理店なし｣ ｢自社の代理店あり｣ 約 子会社
市場行動はない × - - - - - - -
間接輸出 6 × - - - -1 - -
直接輸出｢自社の代理店なし｣ ●18 - × - 1 - - -
直接輸出｢自社の代理店あり 8 1 1 × - 1 1 -
技術供与 3 1 - - × - - -
下請け契約 3 - 1 - 1 × - -
合弁企業 - - 1 - - - × -
出所 :図1に同じp.165.
り強固な提携関係 (技術供与4件､下請け契約4件､合弁企業1件)が最初の市場参入行動と
して増え始め､市場コミットメントが上昇してきた｡全体としては､企業は自社の代理店を設
立することで国際化レベルを増加させた｡数件の投資活動はあったが､国際化に対しては用心
深いアプローチの傾向は依然として続いていた｡
1986年以降ハンガリーにおけるドイツ企業の市場参入形態は根本的に変化した (図9を参
照)｡最初の市場参入形態として､完全所有子会社の設立が最も一般的になった｡どの段階
も､市場コミットメントを強化する方向へ進展が見られた｡さらに､同時期の変更数は他の時
期と比較して断然高い｡80年代半ばのハンガリーにおける市場経済への進展と安定した転換プ
ロセス､安定した投資環境によって､ドイツ企業はハンガリー市場へのコミットメントを増大
させたのである｡
Engelhard-Eckert(1995)はハンガリーの移行戦略である安定した漸進的な経済の転換が
ポーランド経済にショックを引きおこしたパルツェロヴイツチ ･プログラムよりもドイツ企業
をより強く引きつけたと結論づけ､漸進的な転換は外国企業をより強く引きつけ､経営ノウハ
ウや技術移転を強く支援したと結ぶ｡しかし､Engelhard-Eckert(1995)自身も指摘してい
るが､こうした命題を導出することには疑問が残る｡その根拠は第一に市場参入行動に影響を
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図8.ハンガリーにおけるドイツ企業の国際化の軌跡(1980･1986)
変更前の 市場行動 間接輸出 直接輸出 直接輸出 技術供与 下請け契 合弁企業 完全所有 _
市場参入行等変更後の動 はない ｢自社 の代理店なし｣ ｢自社の代理店あり｣ 約 子会社
市場行動はない × - - - - - - -
間接輸出 5 × - - - - - -
直接輸出｢自社 の代理店なし｣ 7 1 × - - - - -
直接輸出｢自社の代理店あり - 1 6 × - - -
技術供与 4 3 4 - × 1 - -
下請け契約 4 1 1 - - × - -
合弁企業 1 2 - - 1 - × -
出所 :図1に同じp.166.
与える他の多く_の環境構成要素が存在するからであり､第二に､ポーランドのラジカリズム
は､短期間に経済均衡が回復し､経済が安定的な成長軌道に乗った点､及び市場経済のルール
が基本的に確立され､それを監視 ･統制するシステムが機能しているという点では成功したと
いえるからである14｡ したがって､ラジカリズム政策をとったから､ドイツ企業は消極的な市
場参入行動をとったという議論は必ずしも成立しない｡むしろ､1989年にポーランドはハイ
パー ･インフレ状態であったことと､ハンガリーではいち早く市場経済-の移行がされていた
ことが考慮されなくてはならない｡それにもかかわらず､Engelhard-Eckert(1995)は市場
経済への転換戦略は外国企業の市場参入行動に影響を与えるように思われると言明し､このイ
ンパクトの強さはさらなる調査を通して分析されなければならないと結んでいる｡一
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図9.ハンガリーにおけるドイツ企業の国際化の軌跡(1987･1992)
変更前の 市場行動 間接輸出 直接輸出 直接輸出 技術供与 下請け契 A弁企業 完全所有
市場行動はない × ~1 - 1 - - - -
間接輸出 2 × 1- - 1 1 1 -
直接輸出｢自社 の代理店なし｣ 6 2 × 1 1 - -
直接輸出｢自社の代理店あり 7 1 ●14 × 2 3 1
下請け契約 5 2 1 3 2 × 2 2
合弁企業 6 1 9 9 4 ~ 5 × 3
出所 :図1に同じp.167.
3.市場参入戦略と市場パーフォーマンス
3-1.市場パーフォーマンス指標
移行経済諸国市場への参入行動で用心深い市場参入行動 (すなわち､国際化の典型的な軌跡
を辿る行動)が､最初の参入から合弁企業や完全所有子会社を設立するなどの投資活動を取る
参入行動と比べて成功 したのか否かという問題がある｡本節ではこの間題に関する
Engelhard-Eckert(1995)の調査結果を紹介する｡
上記の相関関係を調査するために投資形態のパーフォーマンス評価が検討された｡企業は､
現在の投資形態のパーフォーマンスの評価を､6リッカード尺度で評価するよう依頼された
(1-大変成功している､6-大変落胆している)｡ここで指摘しておかねばならないこと
は､これらの評価自体が非常に主観的であり､各意思決定者の苧TJ断に大きく依存するというこ
とである･｡したがってEngelhard-Eckert(1995)研究で用いられている ｢市場パーフォーマ
ンス｣という用語は質問表に回答した個人によって認識されたパーフォーマンスであることを
明記しておく必要がある｡
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3-2.成功パターン
Engelhard-Eckert(1995)は､旧ソ連 ･東欧における合弁企業のパーフォーマンスに対す
る市場参入形態の進化の影響を調べ､市場参入の典型的な軌跡､すなわち段階的な国際化軌跡
を選んだ企業 (平均-2)の方が市場参入の他の形態を選択した企業 (平均-3)より良い
パーフォーマンスを示したことを発見した｡しかし完全所有子会社のパーフォーマンスに対す
る評価はこの結果を裏付けなかった｡
そこで､Engelhard-Eckert(1995)は､外国市場参入形態と外国市場におけるパーフォー
マンスとの相互関係を国ベースで識別した｡比較のために､ハンガリーと旧ソ連邦における事
業活動が選択された｡この2カ国が選択されたのは､ハンガリーは比較的安定した経済状況に
あり経済の転換もかなり進んでいたが､旧ソ連邦諸国は､1992年には体制転換が困難を極めて
いたという環境の大きな相違にある｡
この2カ国での市場行動のパーフォーマンスを比較したところ､旧ソ連邦ではハンガリーよ
りも市場パーフォーマンスが国際化軌跡に強く依存していた｡すなわち､旧ソ連邦では以前に
ソ連邦市場に参入したことがないのに合弁企業を設立した企業は合弁企業を極めて悪い (平均
-5)と評価したのに対して､段階的に用心深くソ連市場に参入した企業は六一フォーマンス
が良いと評価した (平均-3)｡ ハンガリーではこれとは対照的に､最初の市場参入行動とし
て合弁企業を設立した企業 (平均-2.5)は､市場-の用心深い参入行動を選択した企業より
も (平均-3)良いパーフォーマンスを示した｡同様の状況が完全所有子会社のパーフォーマ
ンス評価にも現れている｡ ソ連邦へ最初の参入として完全所有子会社を選んだ企業はパー
フォーマンスが極めて悪い (平均-5)と評価したのに対して､段階的に国際化の軌跡を選択
した企業はパーフォーマンスが良いと評価している (平均3)｡ ハンガリーで最初の高場参入
形態として完全所有子会社を設立した企業 (平均-2)は､市場参入の他の軌道を選択した企
業よりもよりパーフォーマンスを示した｡
以上の調査結果から､Engelbard-Eckert(1995)は市場が極めて不安定な時､段階的な市
場参入行動は外国市場におけるパーフォーマンスに対しプラスの影響を与えるが､市場環境が
安定的になった時､市場参入形態の市場パーフォーマンスへのインパクトは消滅することを発
見し､経済の体制転換が移行途上にある時には段階的な参入行動を選択し､典型的な国際化軌
跡の各段階を飛び越さない方が､飛び越す企業よりも優位であるが､経済の体制転換が進展し
たときこの利点は薄れるというインプリケーションを導出した｡しかし､市場パーフォーマン
スは多くの他の要因によっても影響を受けており､これは傾向だけを反映したものであるとい
うEngelhard-Eckert(1995)の指摘は見逃せない｡
Engelhard-Eckert(1995)は､企業は環境変化に適応して行動するものであるから､外国
企業の誘致により技術移転や経営ノウハウ受容を促進するために､東欧諸国の政策立案者は各
諸国にそのような環境にふさわしい構造を構築し市場状況が安定するシグナルを送る必要があ
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り､そうした条件が構築された時､西側企業は段階的で慎重な市場参入の軌跡をやめるであろ
うと予測した｡そして､体制転換が続く間は､最初の市場参入行動として､用心深い市場参入
戦略は直接投資戦略と比較して優位であり､体制転換が重大なレベルを超えた後､段階的な戦
略から得られる利得は失われると結論づけた15｡
4.議論
以上､Engelhard-Eckert(1995)の研究結果も紹介してきた｡本節では彼らの研究に対す
る評価をまず行い､次に彼らの研究から導出されたドイツ企業の旧社会主義諸国への市場参入
行動に関するフアクト･ファインデイングを列挙し､それに対する筆者の議論を展開する｡
まずEngelhard-Eckert(1995)の研究は個々の参入問題のみならず､参入戦略を企業の国
際化プロセスにおいてとらえる動態的な視点から分析をしており評価できる｡ 内部化理論を始
めとした参入形態選択研究では企業の国際化プロセスにおいて参入形態が進化するという動態
的な視点が無視されてきたが､この研究はそれを有している｡Root(1982)は､製造企業の
参入形態に関する意思決定の展開過程モデルにおいて､間接輸出や技術供与から直接投資､合
弁企業から完全所有子会社へ移行するために､｢統制力｣と ｢リスク｣の他に ｢時間｣次元を
明示し､環境要因が市場参入行動に影響を与えることに力点を置きつつも ｢時間｣によって企
業参入行動は進化するものであるという動態的な視点を導入したが16､Engelhard-Eckert
(1995)の研究も ｢時間｣次元を分析のフレームワークに用いており､スポット的な分析にと
どまっていない点は評価できる｡
しかし､この研究の欠点は､政府による外資優遇策といった政府の施策が考慮されていない
ことである｡例えば旧社会主義諸国は､合弁企業の設立誘致によって､西側企業の技術やノウ
ハウを獲得したり､雇用確保の目的で､積極的に合弁企業を優遇するなどの施策をとってき
た｡こうした政府の規制が制約条件となって二外資企業はたとえ完全所有子会社が望ましいと
思われた場合でも合弁企業を設立するより他に手段がなく､すべての参入形態を選択できるわ
けではなかった｡しかしこの研究ではこのような政府の規制や施策が考慮に入れられていない｡
いずれにせよ､Engelhard-Eckert(1995)の研究は ｢輸出｣か ｢直接投資｣かという二分
法的な分析ではなく､しかも一時点を分析対象にしたス衷ット的な分析でもなく､ ｢時間｣的
な次元が取り入れられた動態的な分析であり､ドイツ企業が旧ソ連 ･東欧市場においてどのよ
うな市場参入行動を取ってきたのかを知る上で大きな貢献となった｡
革ngelhard-Eckert(1995)のフアクト ファインデイングは大きく分けて3つある｡第1のフア
クト ファインデイングは､ドイツ企業の旧ソ連 ･東欧市場全体-の参入行動に関するものであ
り､(91965年～92年の間､ドイツ企業は旧ソ連 ･東欧市場に対し､自社の代理店なしの直接輸
出-自社の代理店の設立-合弁企業の開始-完全所有子会社という順序で参入形態を進化させ
たこと､(彰1985年以前は輸出が大半で投資活動はほとんど実行されてこなかったが､1989年以
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降､市場参入形態の変更の頻度が劇的に増加し､企業の国際化軌道のバリエーションが増えた
こと､③直接投資が1989年以降の中心となり､多くの企業は投資事業を最初の参入形態として
用いるようになったこと､④以前から旧ソ連 ･東欧市場で事業展開をしてきた企業は1989年以
降､コミットメントのレベルを引き上げたことである｡ すなわち､ドイツ企業は旧ソ連 ･東欧
市場に対して､用心深く徐々にコミットメントを増やすことで市場参入行動を行ってきたが､
東欧諸国と西側諸国の収敵によって段階的な市場参入行動は次第に消え､1989年以降は､前段
階を経ずにいきなり､直接投資を行うようになったのである｡
そもそも､市場経済-移行する前は､株式による参入方式は一般に社会主義経済では限られ
ていたので､社会主義国との事業を希望する大半の企業は､株式投資による参入方式以外の輸
出活動､技術供与､その他の契約による方式に依存しなければならなかった17｡ このような環
境の中で､輸出は最も資源投入量が少なく漏洩リスクも低い参入形態であった｡政治の一般的
な不安定性といった標的国の高い政治リスクに気づいた場合､企業は経営資源の投入をそれほ
ど必要としない参入形態を好んで選択する18｡ 旧ソ連 ･東欧諸国は東西冷戦時代の仮想敵国で
あり､政治的なリスクが高いと見なされてきたし､西側企業も取引形態が制限されてきたた
め､できるだけ資源投入量もリスクも少ない参入方法を選択したと思われる｡ しかし､東西冷
戦の終結によって､高い政治リスクは次第に減少し､ドイツ企業はリスクが高く資源投入量が
高くても､統制力の高い参入形態を選択したのである｡では､東西冷戦終結後になぜ､統制力
の高い参入形態を選択する必要があったのであろうか｡
ドイツ企業が体制転換以降に急激に増加させた直接投資による参入行動は､個々の参入行動
を効率でとらえる内部化理論からみれば､高いコストの戦略ではあるが､グローバルな企業
ネットワークと全社レベルで参入問題をとらえようとしている競争戦略論からすると､東欧市
場は将来的にEUの一部と位置付けられており､旧ソ連 ･東欧市場やそこにある現地子会社の
効率の最大化ではなく､企業戦略が参入戦略の上位目的となったものと推測される｡さらに､
直接投資め開始によって､ノウハウ､システムや人材のグローバルな移転に積極的になったド
イツ企業は､現地経営に関する統制の皮合いを高め､世界共通の企業イメージを維持し､ユニ
バーサルな製品を供給しようとしたために､現地の経営とマーケテイングを全社的な基準で統
制しようとしたのであろう｡ さらに､ドイツ企業は､段階的な参入戦略を取ることで現地市場
に関する知識や国際経験を蓄積し､それによって外部不確実性を低下させ､旧ソ連 ･東欧市場
との関わりを深めていった側面も見逃すことはできない｡
資源ベース理論によると､国際化プロセスの各段階で企業がもつ旧ソ連 ･東欧市場特殊的な
知識の蓄積や国際経験などの企業能力に本質的な競争源泉がある19｡ 旧ソ連 ･東欧市場の特殊
的な知識は､東欧や旧ソ連の社会､政治､文化､慣習､現地市場に関する情報を指し､企業の
国際経験は､現地市場のリスク､収益性及び実態に関する理解と認識の能力を指す｡ドイツ企
業は段階的に用心深く旧ソ連 ･東欧市場に参入することによって､市場特殊的な経験的知識を
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蓄積することができたのである｡経験的知識の蓄積は時間がかかるうえ､外部から取得するこ
とも容易ではない｡現地市場知識と国際経験を時間をかけて蓄積したため､段階的に参入行動
を進化させたと推測される20｡現地企業との関係を長期間かけて構築したドイツ企業は､市場
特殊的な現地企業に関する情報を取得し評価する能力を開発してきた｡この能力が現地での幅
広い事業展開を可能にする競争力の源泉となったものと思われる｡
第2のEngelhard-Eckert(1995)のフアクト ファインデイングは､80年代半ばのハンガリーは
市場経済への進展と安定した転換過程､安定した経済環境にあり､ドイツ企業はハンガリー市
場-のコミットメントを増大させたが､ショック療法が取られ生産低下と失業者増大等によっ
て､安定した環境にはなかったポーランド-は極めて用心深く段階的に参入したことである｡
結果的にハンガリーの移行戦略である安定した漸進的な経済転換がポーランドにショックをお
こしたパルツェロヴイツチ ･プログラムよりもドイツ企業を強く引きつけた｡ここからの含意
として彼らは漸進的な転換は外国企業をより強く引きつけ､経営ノウハウや技術移転を支援す
るであろうと推測した｡しかし､経済政策の結果生じた現地の環境が市場参入行動に影響を与
えたのであり､経済政策そのものが市場参入行動に影響を与えたとする議論は早急すぎる｡こ
の点はEngelhard-Eckert(1995)も認めているが､市場参入行動に対しては､市場要因､環
境要因､人的資本要因､競争要因など多くの要因が影響を与えており､漸進的な経済転換政策
は急進的な経済転換戦略よりも外資企業を引きつけ､外資企業はよりコミットメントを増大さ/
せると断言できない｡むしろ､そうした経済政策の結果､ポーラン下は急激な生産低下とハイ
パー･インフレーション､失業者の急増といった安定的でない経済状況を生み､ハンガリーで
は外資導入による雇用創出､市場経済を支える諸制度の整備といった環境要因が､上述の対照
的な参入行動を引き起したといった方が適切であろう｡ ハンガリーの安定的な政治経済体制､
市場経済化へ向けた法律やインフラの整備､積極的な外資導入策などの施策が環境要因あるい
は市場要因となって､ドイツ企業の市場参入戦略に影響を与えたことは間違いあるまい｡この
ようなドイツ企業の参入行動は海外環境に適応せねばならないという国際マーケテイング論に
よる視点で説明することができる｡ポーランドやハンガリー国内の経済政策はドイツ企業に
とっては､統制不可能な要素である｡そうした要素が与件となり､ドイツ企業のハンガリー ･
ポーランド市場への参入に制約を加え､それぞれの市場の環境条件に応じて望ましい参入形態
をドイツ企業は採用したのである｡
Goodnow-Hanz(1972)の実証研究でも明らかなように､市場環境要因と市場参入形態の
間には相関関係があり､社会や政治が安定し､経済が成長している国ほど､輸出形態よりも直
接投資の参入形態が多い｡ポーランドの場合､急激な生産の低下と失業率の急増により需要の
不確実性が高かったため､企業は限られた経営資源しかポーランド市場へ投下しなかった｡さ
らに､ポーランドはショック療法による全体的な不安､国有化や制度変更による不確実性も高
かった｡つまり環境リスクが高かった上､現地経営が直面するさまざまま不確実性 (事業リス
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ク)も高かった｡市場リスクの絶対水準を高く感じたドイツ企業は､直接投資による参入を忌
避したのである｡ ハンガリーの場合､68年以来常に改革と変革の先頭に立ってきたこともあ
り､他の東欧諸国に比べて早い時期から外資導入政策がとられてきた｡そのうえ､民営化の着
手時期が早くその手投も多様であり､民営化が外資企業による投資の誘因となった｡加えて､
租税 ･金融制度や証券取引所という市場経済の活動基盤が早期に整備されており､このような
安定した環境に対して､下イツ企業は89年以降､一気に直接投資活動を行うようになったので
あろう｡
Engelhard-Eckert(1995)研究の最後のフアクト ファインデイングは､旧ソ連市場では､最初
の参入で合弁企業を設立した企業は合弁企業を極めて悪いパーフォーマンスであると評価した
のに対して､ハンガリーにおいては最初の市場参入行動として合弁企業や完全所有子会社を設
立した企業は､市場への用心深い参入行動すなわち段階的な参入行動を選択した企業よりも良
いパーフォーマンスを示したことである｡ つまり､市場が極めて不安定なとき､段階的な市場
参入行動は外国市場におけるパーフォーマンスに対しプラスの影響を持つようであるが､市場
が安定的になったとき､この影響は消失する｡ このことからEngelhard-Eckert(1995)は､
経済が市場経済化の途上にある時には､段階的な参入行動を選択し､典型的な国際化軌道の段
階を飛び越さない方が､飛び越す企業よりも優位であり､経済の体制転換が進展したときにこ
の優位は薄れるというインプリケーションを導出した｡
この事実にも環境要因とくに歴史的に形成された環境要因が大きく影響している｡ そもそも
中欧東部に位置するハンガリーは法文化の上でドイツ的発展を継承しており､中世以来のヨー
ロッパに共通の文化 ･宗教 ･社会形態を取り､西欧的国家､行政概念や慣習との摩擦が比較的
少なかった｡そして法意識とそれによって育まれる勤労の ｢エトス｣が存在した｡一方､旧ソ
連には東方正教の伝統があり､西欧的国家や行政概念や慣習との摩擦があったばかりか､ヨー
ロッパ中世以来の法意識や ｢エトス｣が欠如しており市場経済が定若しにくい基層社会が根底
にあった21｡ ウェーバーは､信頼や契約を重視するとか､仕事に対する誠実な態度といった法
意識ないし ｢エトス｣(社会心理的態度)の役割を強調したが､ロシアにはこれらが欠如して
おり､法治社会が形成されていない｡税関への賄賂とコネさえあれば不正輸入は簡単に実現で
きる国である22｡そこには､国家公務員である税関職員にも輸入業者にも役人にも国の法律遵
守義務の意識は存在しない｡信頼関係が醸成されておらず､編し､嚇し､コネ､賄賂､汚職､
マフィアによる地下経済が横行してきた｡｢正直者が損をする｣国なので裏経済に金が流れ
る23｡ こうした社会が ｢基層社会｣としてあり､それが ｢初期条件｣となり､そのうえに数十
年にわたる共産党支配による古典的社会主義経済が存在してきた長期にわたる中央集権制が経
済社会の根底にある｡ そして､ソ連共産党下での官僚制､中央集権､指令経済､予算制約のソ
フト化､パターナリズムなどの諸制度が ｢制度的補完性｣を持ち､古典的社会主義を支えてき
た｡そうしたところ- ｢制度的補完性｣のない､市場調整メカニズムだけを導入しても､制皮
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は拒否し馴染まなかった｡市場経済が機能する ｢基層社会｣があったハンガリーでは､市場経
済が根付き､西側のビジネスモデルが通用した一方､信頼関係が醸成されておらず､編し､嚇
し､コネ､賄賂､汚職､マフィアによる地下経済といった到底市場経済が成立する環境とは言
えないロシアでは､西側のビジネスモデルは成立しなかった｡資源ベース理論によると､現地
市場知識に関する取得､吸収と評価の能力は国際経験の基本要素であり､参入形態の選択に
とっても重要であるため､合弁パートナーとの間に発生する経営資源と企業能力の補完性は国
際合弁の成功要因であり､国際合弁形態を現地市場知識や企業能力の取得手段として捉えるこ
とができると主張する｡ ところが､これは法治国家が ｢基層社会｣としてあり信頼関係が樹立
されている国でのモデルであって､ロシアのような非法治国家では合弁企業は乗っ取られる危
険のある大きなリスクを持つ｡そこでは現地企業に対する統制力は利かずいつ乗っ取られかわ
からないリスクがある｡ ロシアでは､合弁企業で成功するケースはなかなかなく､企業乗っ取
りなどの違法行為が後を立たない｡さらにたとえ外資企業側が裁判で勝訴しても､裁判所には
執行権がなく行政が裁判の結果を無視し､実際の解決にならないような状況が続いている24｡
このような極めて不安定な環境の国へはリスクと資源投入量が少ない参入形態で参入し､現地
で徐々に市場特殊的知識を蓄積し､優良な現地企業との関係を長期間かけて構築し､現地政府
とのコネを作っていく参入形態を取るよりほかに道はなかったものと思われる｡そして､その
現地特殊的知識と経験の蓄積が､合弁企業や完全所有子会社を設立した時にパーフォーマンス
にプラスに影響したものと推論される｡
むすび
ドイツ企業は段階的に用心深く旧ソ連 ･東欧市場に参入することによって､旧ソ連 ･東欧市
場に特殊的な経験的知識を蓄積することができた｡経験的知識の蓄積は時間がかかるうえ､外
部から取得することも容易ではない｡ドイツ企業は､旧ソ連 ･東欧市場に特殊的な市場知識と
経験を時間をかけて蓄積し､段階的に参入行動を進展させていったのである｡もちろん､その
戟略はリスク回避目的のため､リスク最小で資源投入量も最小である輸出方式で参入が開始さ
れたことは言うまでもない｡しかし､ひとたび市場経済化の諸制度が整備され､環境が安定的
になると世界的な戦略を実施するために､ドイツ企業は ｢統制力｣を重視した参入方式である
｢直接投資｣を最初から開始した｡その目的はグローバルな企業ネットワークのなかに統合す
ることであり､ユニバーサルな製品･サービスを供給しようとする企業が､現地の経営とマー
ケテイングを全社的な基準で統制しようとしたためであろう｡旧ソ連のように極めて不安定な
環境の国へはリスクと資源投入量が少ない参入形態で参入し､現地で徐々に市場特殊的知識を
蓄積し､優良な現地企業との関係を長期間かけて構築する参入形態を取るよりほかに道がな
かった｡ そして､その現地特殊的知識と経験の蓄積が､パーフォーマンスにプラスに影響した
ものと考えられる｡
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環境が不安定な国へは段階的に参入し､安定後は最初から直接投資で参入するとパーフォー
マンスにプラスに影響するというインプリケーションは有益であると思われる｡
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